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議 案 第 ２ ７ 号 

 

 

平 成 ２ ９ 年 度 富 士 見 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 

（総則） 

第１条 平成２９年度富士見市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 年 間 処 理 水 量 １２，１９１，４３４㎥ 

(2) 水 洗 化 世 帯 戸 数 ５２，４２８戸 

(3) 主要な建設改良事業 

管渠布設距離 １，８３０ｍ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収             入 

第１款 下水道事業収益 １，８１８，３３１千円 

第１項 営 業 収 益 １，２９２，７１２千円 

第２項 営 業 外 収 益 ５２５，６１８千円 

第３項 特 別 利 益 １千円 

支             出 

第１款 下水道事業費用 １，５４９，１８６千円 

第１項 営 業 費 用 １，３２９，１０８千円 

第２項 営 業 外 費 用 ２１９，０３８千円 

第３項 特 別 損 失 ５４０千円 

第４項 予  備  費 ５００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額６６５，２８３千円は、過年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額９，３８８千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
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額３６，９９３千円、過年度分損益勘定留保資金５４４，９５７千円並びに当年度

分損益勘定留保資金７３，９４５千円で補填するものとする。）。 

収             入 

第１款 資本的収入 ８３７，０９２千円 

第１項 企  業  債 ５６０，４００千円 

第２項 国庫(県)補助金 ７８，０００千円 

第３項 負  担  金 １９８，６９２千円 

支             出 

第１款 資本的支出 １，５０２，３７５千円 

第１項 建 設 改 良 費 ７２１，１９７千円 

第２項 償  還  金 ７８０，１７８千円 

第３項 予  備  費 １，０００千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 
総  額 

(千円) 
年  度 

年 割 額 

(千円) 

資本的支出 建設改良費 
公 共 下 水 道 

建 設 事 業 
276,790 

平成２９年度 159,630 

平成３０年度 117,160 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 

起債の目的 
限度額 

(千円) 
起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

公共下水道事業 258,500 

普通貸借 

又は 

証券発行 

４．０％以内と

する。ただし、

利率見直し方式

で借り入れる政

府資金及び地方 

政府資金の場合は

その融資条件によ

り、銀行その他の

場合はその債権者

と協議するものと 



- 3 - 

特 定 環 境 保 全 

公共下水道事業 
251,900 

 公共団体金融機

構 資 金 に つ い

て、利率の見直

しを行った後に

おいては、当該

見直し後の利率

とする。 

する。ただし、市

財政の都合により

措置期間及び償還

期限を短縮し、又

は繰上償還若しく

は低利に借換えを

す る こ と が で き

る。 

流域下水道事業 50,000 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、営業費用及び

営業外費用の間の流用の場合とする。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金

額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

(1) 職 員 給 与 費 ８６，２０７千円 

(2) 交 際 費 ２０千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業助成に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金

額は、２１０，０００千円とする。 

 

平成２９年２月１４日提出 

 

富士見市長 星 野 光 弘 

 

議 決 第 ３ ０ 号 

平成２９年３月１０日原案可決     富士見市議会議長 津波 信子 



1,818,331

1,292,712

981,033  

311,199  

480  

525,618

63

210,000  一般会計から の補助金の予定額を計上

313,779

1,776  

0

1

1  

1,549,186

1,329,108

500,375

43,012

30,009

279

755,433

219,038

204,718

300

14,020

540

540

500

500

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

 消費税及び地方消費税納税予定額を計上

 下水道指定工事店指定手数料等の予定額を計上

款

支　 　 　 　 　 　 　 　 　 出
（ 単位： 千円）

予　定　額

 過誤納に伴う還付金等（過年度分）を計上

 固定資産等の減価償却費を計上

 水洗化促進に要する経費を計上

 企業債及び一時借入金の利子を計上

予 備 費

平成２ ９ 年度　 富士見市下水道事業会計予算実施計画

（ 単位： 千円）

収　 益　 的　 収　 入　 及　 び　 支　 出

収　 　 　 　 　 　 　 　 　 入

目
款

予　 定　 額
項

備　 　 　 　 　 　 考

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

 汚水及び雨水処理負担金等の予定額を計上

 下水道使用料の予定額を計上

備　　　　　　考

 勝瀬原調整池及び桜井雨水幹線占用料等の予定額を計上

過 年 度
損 益 修 正 益

 過年度損益修正益を計上

 長期前受金の戻入予定額を計上

 預金利息の予定額を計上

 使用料の徴収業務等に要する経費を計上

 下水道事業の総括的経費を計上

 管渠の維持管理に要する経費を計上

雑 支 出

過 年 度
損 益 修 正 損

 過年度損益修正損を計上

目
項

下 水 道 事 業 費 用

特 別 利 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 の
営 業 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

管 渠 費

業 務 費

総 係 費

水 洗 化 促 進 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息
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837,092

560,400

560,400

78,000

78,000

198,692

198,692

1,502,375

721,197

75,184

288,189

300,363

50,161

7,300

780,178

780,178

1,000

1,000

固 定 資 産 購 入 費  施設用地購入費を計上

 下水道施設の建設に対する企業債の予定額を計上

備　　　　　　考

建 設 総 係 費

支　 　 　 　 　 　 　 　 　 出

 下水道施設の建設に対する国庫補助金の予定額を計上

収　 　 　 　 　 　 　 　 　 入

備　 　 　 　 　 　 考
項

資 本 的 収 入

目

（ 単位： 千円）
款

資　 本　 的　 収　 入　 及　 び　 支　 出

項
目 予　定　額

（ 単位： 千円）

 下水道建設事業に要する事務費を計上

負 担 金

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

款

 公共下水道の建設に要する経費を計上

 流域下水道事業建設負担金を計上

公 共 下 水 道
建 設 事 業 費

 特定環境保全公共下水道の建設に要する経費を計上

 企業債元金の償還金を計上

予 備 費

償 還 金

予 備 費

 受益者負担金及び一般会計等負担金の予定額を計上

予　 定　 額

企 業 債 償 還 金

流 域 下 水 道
事 業 費

特 定 環 境 保 全 公 共
下 水 道 建 設 事 業 費

企 業 債

国庫 (県 )補助金

負 担 金

企 業 債

国 庫 （ 県 ） 補 助 金
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 247,041

減価償却費 755,433

貸倒引当金の増減額（△は減少） 484

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 290

長期前受金戻入額 △ 313,779

受取利息及び受取配当金 △ 63

支払利息 204,718

未収金の増減額（△は増加）【下水道使用料】 7,490

未払金の増減額(△は減少） △ 4,016

小計 897,018

利息及び配当金の受取額 63

利息の支払額 △ 204,718

業務活動によるキャッシュ・フロー 692,363

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 755,818

無形固定資産の取得による支出 △ 46,446

国庫補助金等による収入 81,481

工事負担金等による収入 56,223

一般会計からの繰入金による収入 131,349

賞与引当金の増減額(△は減少） △ 803

未収金の増減額（△は増加）【受益者負担金】 △ 916

未払金の増減額（△は減少） △ 193,541

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 728,471

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の借入による収入 662,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 780,178

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 117,278

資金増加額（又は減少額） △ 153,386

資金期首残高 701,434

資金期末残高 548,048

平成29年度　富士見市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）
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１  総　括

一般職
　（人）

5 5,241

7 8,947

12 14,188

5 5,967

7 11,376

12 17,343

0 △ 726

0 △ 2,429

0 △ 3,155

（単位：千円）

区　　分 地域手当 管理職 手当

本 年 度 4,922 1,488

前 年 度 5,460 1,596

比    較 △ 538 △ 108

２  給料及び職員手当の増減額の明細

３  給料及び手当の状況

 （１)　職員１人当たり給与  （２)　初　任　給

給　　料 △ 4,923

平均給料月額 (円)

（単位：千円）

備考　手当、法定福利費には、賞与引当金繰入額を含む。

 その他の増減分 △ 10,243  人事異動等による減

区　　分 増　減　額 備　　　　考

(単位：円)

△ 2,541 

平成２９年１月１日現在

(一般行政職)

 人事異動等による減

区 分

 その他の増減分

増 減 事 由 別 内 訳

大 学 卒

時間外・休
日勤務手当

△ 5,205

合　計

54,171

△ 18,321

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費

区　　　　　　　　　分

△ 1,246 

17,127 45,224

26,161

10,678

8302,130

36,404

△ 15,166

86,267

234

３０３，１７６

事 務 ・ 技 術

△ 13,116

１８８，４００ １８８，４００

39

△ 10,687

8,275

4,500

4,300

勤勉手当扶養手当 住居手当 期末手当

△ 330

（単位：千円）

一般行政職

200

通勤手当

0

△ 3,467

0

869

0

1,800 828

平成２８年１月１日現在

平均給料月額 (円)

平均給与月額 (円)

手当の内訳

３８０，８１２

平 均 年 齢  (歳)

△ 4,479

△ 4,923 △ 10,243

13,219

△ 4,923

594

7,029

平均給与月額 (円)

前
年
度

合　　　　計

31,564

60

10

比
 
較

損益勘定支弁職員

合　　　　計

資本勘定支弁職員

0

本
年
度

0

10

資本勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

損益勘定支弁職員

6010

0

特別職
　（人）

28,097

60

00

報　酬

45,858

平　成　２９　年　度　給　与　費　明　細　書

給　料

17,761 9,034

手　当
区　　　　分

10損益勘定支弁職員

職　員　数

計

104,588

37,301

72,079

67,287

32,096

31,334

87,245

55,911

26,855

△ 3,023

0

24,347

19,217

50,781

△ 1,456

12,057

0

60

△ 7,220

３４４，８１８

平 均 年 齢  (歳) ４４．４

４２４，３２７

一般行政職
一般会計の制度

４７．９

説　　　　　　　明

高 校 卒 １５４，５００ １５４，５００

職員手当等 △ 10,243
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 （３)　級 別 職 員 数 （級別の標準的な職務内容）

 （４)　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

 （５)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

 （６)　そ の 他 の 手 当

 副課長の職務

３　級

 主事及び技師の職務

５　級

一　般　行　政　職

２　級

４　級

区　分

 主事補及び技師補の職務

 主査の職務

支給率等

(月分)

16.7

8.3

計

8.3

(月分)

25.0

25.0

1

12

－

一般会計の制度

－

３　級

1

6月(月分)

計

区　　　　　分
一　般　行　政　職

100.0

７　級

３　級

3

級

34.5825

８　級

35年勤続の者

６　級

5

平成２９年１月１日現在

平成２８年１月１日現在

６　級

8.3

－

支給期別支給率

本 年 度

(2.20)
4.20

(2.25)
4.30

支 給 率 計
区　 分

12月(月分)

16.7

－

25.0

100.012

2

－

２　級

１　級

3

２　級

５　級 16.72

通 勤 手 当

25.55625 49.59

一般会計の制度

25.55625 49.59

同

(支給率等)

扶 養 手 当

区　　　　　分

(月分)

(2.25)
4.30

25年勤続の者

前 年 度
(1.025)
2.025

(1.05)
2.075

20年勤続の者

(1.20)
2.225

備考 ( )内は、再任用職員の支給率

(1.05)
2.075

同

有

一般会計の制度との異同

同

同

住 居 手 当

(1.175)
2.175

34.5825

地 域 手 当

区　分

1

４　級

８　級

49.59

   職制上の段階、職務の

(月分)

8.3

3

－

７　級

－

2

41.7

－

１　級

５　級

－

－

１　級

４　級

８　級

 主任の職務

(1.20)
2.225

 副部長の職務

職員数(人)

６　級  課長の職務

 部長の職務

1

構成比(％)

備　　　　　考その他の加算措置等

備　　　　考

有

有

(月分)

   級等による加算措置

７　級

49.59
退職手当支給事務につい
ては、埼玉県市町村総合
事務組合による

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置

退職手当支給事務につい
ては、埼玉県市町村総合
事務組合による

最高限度
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企業債
国  庫
補助金

他会計
負担金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

 平成29年度 159,630 133,900 20,800 4,930 － － 159,630 159,630 － 57.67

 平成30年度 117,160 90,400 23,430 3,330 － － － － 117,160 －

合 計 276,790 224,300 44,230 8,260 － － 159,630 159,630 117,160 57.67

 当該年度
 末までの
 支払義務
 発生予定
 額

 翌年度以
 降の支払
 義務発生
 予定額

項 事業名

全　体　計　画  前前年度
 末までの
 支払義務
 発生額

 前年度末
 までの支
 払義務発
 生(見込)
 額

 当該年度
 支払義務
 発生予定
 額

継 続 費 に 関 す る 調 書

 
資
本
的
支
出

備 考

 継続費の
 総額に対
 する進捗
 率年　度 年割額

左の財源内訳

 
公
共
下
水
道
建
設
事
業

 
建
設
改
良
費

款
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(単位：千円）

１ 営　業　収　益

(１) 920,953

(２) 330,290

(３) 125 1,251,368

２ 営　業　費　用

(１) 488,833

(２) 39,896

(３) 24,509

(４) 258

(５) 743,055 1,296,551

45,183

３ 営 業 外 収 益

(１) 207

(２) 250,000

(３) 312,375

(４) 1,954 564,536

４ 営 業 外 費 用

(１) 229,081

(２) 4,671 233,752 330,784

285,601

５ 特　別　利　益

(１) 299 299

６ 特　別　損　失

(１) 784 784 △ 485

285,116

55,121

0

340,237

当 年 度 純 利 益

当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 損

その他未処分利益剰余金変動額

下 水 道 使 用 料

管 渠 費

雑 収 益

雑 支 出

経 常 利 益

支 払 利 息

平成２８年度 富士見市下水道事業予定損益計算書
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

減 価 償 却 費

受 取 利 息

営 業 損 失

総 係 費

業 務 費

そ の 他 の 営 業 収 益

他 会 計 負 担 金

水 洗 化 促 進 費

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
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(単位：千円）

１ 固　定　資　産

(１)

イ 土 地 339,498

ロ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ 構 築 物 38,424,012

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,821,190 22,602,822

ニ 機 械 及 び 装 置 1,100

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,045 55

ホ 車 両 運 搬 具 1,705

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,620 85

ヘ 工具器具及び備品 163

減 価 償 却 累 計 額 △ 155 8

ト 建 設 仮 勘 定 10,352

22,952,820

(２)

イ 施 設 利 用 権 2,184,409

2,184,409

(３)投資その他の資産

イ 投資その他の資産 5,000

投 資 合 計 5,000

25,142,229

２ 流　動　資　産

(１) 701,434

(２) 206,805

△ 18,628 188,177

889,611

26,031,840資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

（平成２９年３月３１日）

無 形 固 定 資 産

未 収 金

平成２８年度 富士見市下水道事業予定貸借対照表

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

- 11 -



３ 固　 定　 負　 債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 7,648,759

ロ そ の 他 企 業 債 96,490

7,745,249

7,745,249

４ 流　 動　 負　 債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 758,755

ロ そ の 他 企 業 債 21,422

780,177

(２) 298,967

(３)

イ 賞 与 引 当 金 8,153

8,153

1,087,297

５ 繰　 延　 収　 益

(１) 16,419,066

(２) △ 6,987,644

9,431,422

18,263,968

６ 資　 　 本　 　 金 7,427,635

７ 剰　 　 余　 　 金

( １ )

イ 国 庫 ( 県 ) 補助金 0

0

( ２ )

イ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

340,237

340,237

340,237

7,767,872

26,031,840

負　 　 　 債　 　 　 の　 　 　 部

引 当 金

引 当 金 合 計

未 払 金

利 益 剰 余 金

企 業 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　 　 　 本　 　 　 の　 　 　 部

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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(単位：千円）

１ 固　定　資　産

(１)

イ 土 地 348,224

ロ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ 構 築 物 39,162,029

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,493,550 22,668,479

ニ 機 械 及 び 装 置 1,100

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,045 55

ホ 車 両 運 搬 具 1,705

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,620 85

ヘ 工具器具及び備品 163

減 価 償 却 累 計 額 △ 155 8

ト 建 設 仮 勘 定 19,427

23,036,278

(２)

イ 施 設 利 用 権 2,147,782

2,147,782

(３)投資その他の資産

イ 投資その他の資産 5,000

投 資 合 計 5,000

25,189,060

２ 流　動　資　産

(１) 548,048

(２) 200,232

△ 19,113 181,119

729,167

25,918,227

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

未 収 金

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

（平成３０年３月３１日）

無 形 固 定 資 産

平成２９年度 富士見市下水道事業予定貸借対照表

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
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３ 固　 定　 負　 債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 7,583,671

ロ そ の 他 企 業 債 75,068

7,658,739

7,658,739

４ 流　 動　 負　 債

(１)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 727,987

ロ そ の 他 企 業 債 21,422

749,409

(２) 101,410

(３)

イ 賞 与 引 当 金 7,060

7,060

857,879

５ 繰　 延　 収　 益

(１) 16,688,119

(２) △ 7,301,423

9,386,696

17,903,314

６ 資　 　 本　 　 金 7,427,635

７ 剰　 　 余　 　 金

( １ )

イ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

587,278

587,278

587,278

8,014,913

25,918,227

負 債 合 計

引 当 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

資　 　 　 本　 　 　 の　 　 　 部

利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

企 業 債

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

企 業 債

固 定 負 債 合 計

負　 　 　 債　 　 　 の　 　 　 部

資 本 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金
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Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成し

　　ている。

1 固定資産の減価償却の方法

　 有形固定資産

・ 減価償却の方法　　　　　定額法による。

・ 主な耐用年数

　　　　　　　 建物

　　　　　　　 構築物

　　　　　　　 機械及び装置

車両運搬具

　　　　　　　 工具器具及び備品

　 無形固定資産

・ 減価償却の方法　　　　　定額法による。

・ 主な耐用年数

　 　 施設利用権（流域下水道建設負担金）　　　 ５０年

５０年

2 引当金の計上方法

退職給付引当金

　　　　　 　 　職員の退職手当に関し、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例に規定する

          一般負担金以外の費用は、一般会計において負担することとなっているため

退職給付引当金は計上していない。    　

賞与引当金

　　　　　 　　　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにその手当にかかる法定福利費の

             　 支出に備えるため、当該年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担

            　 に属する額を計上している。

貸倒引当金

　　　　　 　　　 　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能

　          　 見込額を計上している。

3 消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法によって作成している。　　　　　　

（2）

（1）

（2）

（3）

５～１５年

注　記

３０～５０年

１０～２０年

３～５年

４０～５０年

（1）
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Ⅱ． 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　　　　　予定キャッシュ・フロー計算書は、間接法にて作成している。

Ⅲ． 予定貸借対照表に関する注記

1 賞与引当金の取崩し

　平成２８年度において、６月分の期末手当及び勤勉手当並びにその手当に係る

法定福利費として、８，５１３千円を支出することとなったため、賞与引当金

８，０４２千円を取り崩している。

　　　　　 　　平成２９年度において、６月分の期末手当及び勤勉手当並びにその手当に係る

             る法定福利費として、１０，５８２千円を支出することとなったため、賞与引当

          金８，１５３千円を取り崩している。

2 貸倒引当金の取崩し

　平成２８年度において、債権の不納欠損による損失が生じたため、貸倒引当金

３，２５９千円を取り崩している。

　　　　　 　　平成２９年度において、債権の不納欠損による損失が生じたため、貸倒引当金

             ３，４５９千円を取り崩している。

3 企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　　 　　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のう

             ち「下水道事業に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部

          を一般会計が負担すると見込まれる額は、平成２８年度２，０１３，６７９千円

平成２９年度２，０１２，９０８千円である。

Ⅳ． セグメント情報に関する注記

1 報告セグメントの概要

　富士見市下水道事業会計は,報告セグメントを単一としている。
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項

1,818,331

営 業 収 益 1,292,712

下水道使用料 981,033

下 水 道 使 用 料 981,033

他会計負担金 311,199

水洗化促進負担金 140

臨時財政特例債
支払利息負担金 5,990

臨 時 措 置 分
負 担 金

3,907

水質規制負担金 3,078

雨水処理負担金 200,111

汚水処理負担金 97,973

その他の営業収益 480

手 数 料 480

営 業 外 収 益 525,618

受 取 利 息 63

預 金 利 息 63

他会計補助金 210,000

一般会計補助金 210,000

長期前受金戻入 313,779

国庫 (県 )補助金 80,927

負 担 金 45,885

受贈財産評価額 102,712

その他長期前受金 84,255

雑 収 益 1,776

雑 収 益 1,776

特 別 利 益 1

過年度損益修正益 1

過年度損益修正益 1

（単位：千円）

 下水道指定工事店指定手数料等

 下水道事業助成に係る一般会計からの補助金

 汚水処理に係る一般会計等負担金

予 定 額 備　　　　　考

 流域下水道債臨時措置分支払利息に係る
 一般会計負担金

 預金利息

 雨水処理に係る一般会計等負担金

 見込有収水量　　　10,159,529㎥

 水質検査に係る一般会計負担金

 水洗化促進に係る一般会計負担金

 臨時財政特例債支払利息に係る一般会計負担
金

平　成　２９　年　度　 予　算　積　算　資　料
収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　入

款
目

下水道事業収益

節

 勝瀬原調整池及び桜井雨水幹線占用料等

 過年度分調定増
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項

1,549,186

営 業 費 用 1,329,108

管 渠 費 500,375

給 料 4,926

手 当 2,457  扶養手当 地域手当

 通勤手当 住居手当

 期末手当 勤勉手当

 時間外勤務手当

賞与引当金繰入額 835  賞与引当金

 法定福利費引当金

法 定 福 利 費 1,487

旅 費 2

被 服 費 30

燃 料 費 300

光 熱 水 費 8,116

通 信 運 搬 費 943

委 託 料 42,561

賃 借 料 443

修 繕 費 22,929

材 料 費 2,042

工 事 請 負 費 11,690

負 担 金 401,614  流域下水道維持管理負担金

 砂川堀雨水幹線維持管理負担金

 三芳町維持管理負担金

 退職手当負担金

業 務 費 43,012

給 料 2,455

手 当 1,325  扶養手当 地域手当

 通勤手当 住居手当

 期末手当 勤勉手当

 時間外勤務手当

賞与引当金繰入額 359  賞与引当金

 法定福利費引当金

法 定 福 利 費 703

旅 費 2

被 服 費 9

通 信 運 搬 費 66

委 託 料 37,712

負 担 金 381

 管渠関係職員　　１人

313

 雨水幹線除草、汚水ポンプ場巡回、応急措置業務

764

2460

0

 別所雨水ポンプ場監視業務等

款
目 備　　　　　考

300

 水谷東ポンプ場電話料等

支　　　　　　　　出

節 予 定 額

（単位：千円）

下水道事業費用

272

120

 別所雨水ポンプ場維持管理業務・水質検査

505

 職員出張旅費

30

 市町村職員共済組合負担金

 被服一式

 汚水ポンプ場清掃業務・管渠清掃

194

 管渠維持に必要な材料

300

 砂川堀第3-1処理分区(ふじみ野市起債利息)

304

5,950

 被服一式

 退職手当負担金

 業務関係職員　　１人

3

 砂川堀第２雨水幹線等維持管理負担金等 3,716

55

 公共下水道供用開始通知発送代等

 市町村職員共済組合負担金

703

 水谷東ポンプ場電気料等

 別所雨水ポンプ場発電機燃料費

 舗装・人孔修繕及びポンプ場等修繕

800

 緊急修繕待機業務・ポンプ保守点検

0

 下水道管渠埋設用地賃借料

 職員出張旅費

 料金徴収事務に係る委託料等

908

390,381

132

594

 人孔蓋取替工事等
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項

款
目 備　　　　　考節 予 定 額

（単位：千円）

総 係 費 30,009

報 酬 60

給 料 10,380

手 当 5,252  扶養手当 地域手当

 通勤手当 住居手当

 期末手当 勤勉手当

 時間外勤務手当 管理職手当

賞与引当金繰入額 1,432  賞与引当金

 法定福利費引当金

法 定 福 利 費 3,051

旅 費 4

被 服 費 9

備 消 品 費 502

燃 料 費 135

通 信 運 搬 費 5

食 糧 費 3

委 託 料 3,059  公営企業会計システム保守等

修 繕 費 270

購 読 料 74

保 険 料 212  自動車任意保険料等

 下水道施設に係る賠償責任保険料

公 課 費 7

交 際 費 20

手 数 料 16

雑 費 10

研 修 費 16

負 担 金 1,549  退職手当負担金

 日本下水道協会等負担金

貸倒引当金繰入額 3,943  下水道使用料分

 受益者負担金分

水洗化促進費 279

水洗化利子補給金 29

生 活 保 護 世 帯
補 助 金 250

減 価 償 却 費 755,433

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 672,360

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 83,073

営 業 外 費 用 219,038

支 払 利 息 204,718

企 業 債 利 息 203,896  公共下水道債利子(汚水分)

公共下水〃債利子(雨水分)

 流域下水道債利子

 特環下水道債利子

 資本費平準化債利子

一時借入金利息 822

雑 支 出 300

雑 支 出 300

 自動車重量税

167

 構築物減価償却費を計上

36,652

 施設利用権(流域下水道施設利用権)の減価償却費を計上

28,026

411

 過誤納に伴う還付金等(過年度分)

 一時借入金利子

27,594

 生活保護世帯水洗化補助金

3,532

 水洗化利子補給金

1,895

109,729

1,499

 職員研修参加費

 車検代行料等及び組戻手数料

 車両車検代及び部品代等

 下水道経理関係等購読料

 事務用備消耗品費

 被服一式

 市町村職員共済組合負担金

224

 下水道事業審議会委員お茶代

1,127

 下水道事業審議会委員報酬

422

 下水道事業管理者交際費

45

 有料道路使用料

252 1,109

 事務連絡用切手代

 総係関係職員　　３人

 職員出張旅費                 

 庁用車燃料費

354

400 444

1,208

956

238
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項

款
目 備　　　　　考節 予 定 額

（単位：千円）

14,020

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

14,020

特 別 損 失 540

過年度損益修正損 540

過年度損益修正損 540

予 備 費 500

予 備 費 500

予 備 費 500

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消費税及び地方消費税見込額

 過年度分の下水道使用料の更正
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項

837,092

企 業 債 560,400

企 業 債 560,400

 補 助 事 業

 単 独 事 業

 補 助 事 業

 単 独 事 業

 補 助 事 業

 単 独 事 業

国庫(県)補助金 78,000

国庫(県)補助金 78,000

公 共 下 水 道 費
国 庫 補 助 金

43,000

特定環境保全公共
下水道費国庫補助金

35,000

負 担 金 198,692

負 担 金 198,692

受 益 者 負 担 金 56,992

他 会 計 負 担 金 141,700

項

1,502,375

建 設 改 良 費 721,197

建 設 総 係 費 75,184

給 料 28,097

手 当 17,127  扶養手当 地域手当

 通勤手当 住居手当

 期末手当 勤勉手当

 時間外勤務手当 管理職手当

賞与引当金繰入額 4,434  賞与引当金

 法定福利費引当金

法 定 福 利 費 8,985  市町村職員共済組合負担金        

 嘱託職員社会保険料

報 償 費 4,356

賃 金 3,723

旅 費 98

被 服 費 138

備 消 品 費 144

燃 料 費 101

印 刷 製 本 費 171

251,900

18,300

 特定環境保全公共下水道事業に係る補助金

99,700

3,738

 受益者負担金一括納付報奨金

3,500

444

 受益者負担金納付書封筒・公共下水道計画図印刷代

2,857

359

 建設に必要な事務用備消耗品費

4,433

 職員出張旅費及び非常勤嘱託職員費用弁償

 臨時雇賃金

1,044

696

流 域 下 水 道 債

38

8,947

50,000

 受益者負担金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　入

（単位：千円）

資 本 的 収 入

予 定 額 備　　　　　考節目
款

195,900

特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 債

 建設関係職員　　７人

目
款

62,600

1,428

節 予 定 額 備　　　　　考

 被服一式

3,062

 庁用車燃料費

資 本 的 支 出

 公共下水道事業に係る補助金

31,700

公 共 下 水 道 債 258,500

 公共下水道事業に伴う一般会計等負担金

支　　　　　　　　出
（単位：千円）

152,200
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項

（単位：千円）

予 定 額 備　　　　　考節目
款

通 信 運 搬 費 173

委 託 料 980

修 繕 費 270

購 読 料 65

保 険 料 46

公 課 費 9

手 数 料 574

負 担 金 5,693

288,189

委 託 料 174,430

賃 借 料 375

補 償 金 20,000

工 事 請 負 費 91,660

負 担 金 1,724

300,363

委 託 料 13,000

賃 借 料 63

補 償 金 20,000

工 事 請 負 費 267,300

50,161

負 担 金 50,161  荒川右岸流域下水道事業建設負担金

固定資産購入費 7,300

施設用地購入費 7,300

償 還 金 780,178

企業債償還金 780,178

公 共 下 水 道 債
償 還 金

520,720

流 域 下 水 道 債
償 還 金

99,987

特 定 環 境 保 全 公
共下水道債償還金

138,049

資本費平準化債
償 還 金

21,422

予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

 自動車重量税

 実施設計委託料（次年度分）

 新河岸第12-2-2汚水管渠築造工事

 退職手当負担金等

 実施設計委託料等

 公共下水道工事に伴う地下埋設物等移設

 車両車検代及び部品代等

 受益者負担金システム保守等

 特定環境保全公共下水道債元金の償還金

 補償金（上水道・ガス・電話・電気・家屋等)

 舗装本復旧工事

 公共下水道債元金の償還金

 新河岸第14汚水管渠築造工事

 自動車任意保険料等

 砂川堀第３－１処理分区(起債元金償還)等

 別所雨水ポンプ場施設工事委託

 仮設道路用地等借上料

 積算基準及び標準歩掛等購読料

 受益者負担金徴収に関する郵送代

公 共 下 水 道
建 設 事 業 費

 仮設道路用地等借上料

 特定環境保全公共下水道工事に伴う地下埋設物

 等移設補償金（上水道・ガス・電話・電気・家屋等)

 資本費平準化債元金の償還金

 流域下水道債元金の償還金

 舗装本復旧工事

 土木積算データ使用料等    

流 域 下 水 道
事 業 費

 柳瀬第９汚水管渠築造工事

特定環境保全
公 共 下 水 道
建 設 事 業 費

 私道対策事業

 公共下水道管渠築造工事(西口)
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